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環境汚染を伴う動学的一般均衡モデルにおける不決定性と比較優位 

Indeterminacy and Comparative Advantage in a Dynamic General Equilibrium Model 

with Pollution 

 

柳瀬 明彦(Akihiko Yanase) 

 

本稿は, 環境汚染を伴う 2 部門小国開放経済の動学的一般均衡モデルを分析する。このモ

デルでは, (i)各生産部門の資本集約度と汚染集約度との間の関係, (ii)総汚染排出量の関

数としての主観的割引率の性質, (iii)家計の効用関数における消費と汚染の外部性との間

の代替性, という 3 つの要素に依存して, 動学均衡経路の不決定性が生じうる。本稿はま

た, 環境政策の貿易パターンへの影響に関する「汚染逃避地仮説」の成立可能性について, 

均衡経路の動学的性質との関連から検討する。 

 

Abstract 

This study analyzes a dynamic general equilibrium model of a two-sector, small open 

economy with environmental pollution. In this model, indeterminacy of the dynamic 

equilibrium path may occur, depending on three factors: (i) relationship between capital 

and pollution intensity in each production sector; (ii) nature of subjective discount rates 

as a function of total pollution emissions; and (iii) substitutability between consumption 

and pollution externality in the household utility function. In addition, this study 

considers the possibility of the “pollution haven hypothesis” related to the impact of 

environmental policy on trade patterns, from the relationship with the dynamic nature 

of the equilibrium path. 

 



「三田学会雑誌」100巻 3号（2007年 10月）

環境汚染を伴う動学的一般均衡モデルにおける
不決定性と比較優位 ∗

柳　瀬　明　彦

要　　　旨
本稿は，環境汚染を伴う 2部門小国開放経済の動学的一般均衡モデルを分析する。このモデルで

は，（i）各生産部門の資本集約度と汚染集約度との間の関係，（ii）総汚染排出量の関数としての主
観的割引率の性質，（iii）家計の効用関数における消費と汚染の外部性との間の代替性，という 3つ
の要素に依存して，動学均衡経路の不決定性が生じうる。本稿はまた，環境政策の貿易パターンへ
の影響に関する「汚染逃避地仮説」の成立可能性について，均衡経路の動学的性質との関連から検
討する。

キーワード
動学的一般均衡モデル，均衡の不決定性，小国開放経済，汚染逃避地仮説

1． はじめに

環境規制の強化が一国の比較優位構造および貿易パターンに与える影響は，環境と貿易に関する

主要な研究分野の一つとして，理論・実証の両面で広く検討されてきた。この問題に関する伝統的

な見解は，「汚染逃避地（pollution haven）仮説」と呼ばれるものである。すなわち，環境規制の厳

しい国は環境への負荷の小さい「クリーン」な産業に，緩い国は環境負荷の大きい「ダーティー」な

産業に，それぞれ比較優位を持ち，したがって後者はダーティーな財の生産に特化する，というもの

である。実証的には，汚染逃避地仮説は必ずしも支持されているとは言い難いが，
（1）

理論的には，環

∗ 本稿は，慶應義塾経済学会主催コンファレンス「環境経済学の新展開」および北海道大学大学院経済
学研究科・名古屋国際経済研究会共催「国際経済セミナー」にて報告した論文を大幅に改訂したもので
ある。研究会参加者，特に坂井豊貴，赤尾健一，西村一彦，板谷淳一，工藤教孝，倉田洋の諸氏から貴
重なコメントを賜ったことに感謝の意を表したい。言うまでもなく，有り得べき誤りはすべて筆者の
責任に帰するものである。なお，本研究は，文部科学省科学研究費補助金・若手研究（B）（課題番号：
18730131）の助成を受けている。

（1） 例えば，Robison（1988），Low and Yeats（1992），Lucas et al.（1992）は汚染逃避地仮説を
支持する実証結果を示しているが，Tobey（1990）や Van Beers and van den Bergh（1997），Xu
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境規制の強化は環境負荷の大きな財の比較劣位化をもたらすという，汚染逃避地仮説と整合的な結

果が多く得られている。
（2）

本稿は，汚染逃避地仮説の理論的妥当性を，消費財と投資財の 2部門から成る経済の動学的一般

均衡モデルを用いて再検討するものである。多くの先行研究の結果とは異なり，本モデルにおいて

は汚染逃避地仮説は必ずしも成立しない。この結果は，本モデルの均衡動学経路が「均衡の不決定

性（indeterminacy of equilibrium）」，すなわち，ある定常状態に収束する均衡経路が無数に存在す

る，という性質を持つ可能性と大きく関係している。

近年，マクロ経済動学の分野において，不決定性が導かれる動学的一般均衡モデルが注目を浴び

ており，精力的な研究が行われている。Benhabib and Farmer（1994）や Boldrin and Rustichini

（1994）といった初期の研究においては，生産における外部性による社会的な意味での収穫逓増が，

均衡の不決定性を導く要因であった。しかしながら，社会的な収穫逓増という仮定は現実にそぐわ

ないことから，Benhabib and Nishimura（1998）や Benhabib et al.（2000），Mino（2001）に代表

されるその後の研究では，私的な意味で収穫逓減を示す技術や，私的な生産要素集約度と社会的な

それとの乖離を仮定することにより，社会的な収穫逓増の仮定なしでも不決定性が発生するモデル

が提示された。生産の外部性を導入した動学的一般均衡モデルにおける不決定性の分析は，より最

近では開放経済モデルの枠組みで行われている。例えば，国際資本移動が存在しないという仮定の

下で，Nishimura and Shimomura（2002a）が 2国モデルの枠組みで，Nishimura and Shimomura

（2002b）が小国モデルの枠組みで，それぞれ分析を行っており，国際資本移動が自由に行われると

いう仮定の下では，Meng and Velasco（2004）が小国モデルで分析を行っている。

以上で紹介した先行研究においては，不決定性をもたらす要因は，いずれも生産サイドにおける

外部性である。その一方，環境悪化が消費者の効用に与える外部不経済を考慮に入れたモデルにお

ける不決定性の分析も，本格的に行われつつある。例えば，Pérez and Ruiz（2006, 2007）や Itaya

（2007）は，内生的成長モデルの枠組みで，環境汚染の発生を伴う経済の均斉成長経路の不決定性に

ついて検討している。これらの研究と同様，本稿は環境汚染が外部不経済として家計の効用水準を

低下させるような状況を想定している。

本稿では，環境汚染が家計の瞬時的効用だけでなく，家計の主観的割引率したがって時間選好率

にも影響を与えると仮定する。環境経済学においては，時間選好率が時間を通じて一定という仮定

は，持続可能性に関する主要な論点の一つである「世代間の公平性」の観点から大いに問題がある

とされてきたものの，環境と経済成長に関する既存研究では基本的にこの仮定の下で分析が行われ

てきた。
（3）

割引率が汚染排出量に依存するとの想定は，既存研究への批判に対する一つの回答である

（1999）といった実証研究においては，汚染逃避地仮説は棄却されている。
（2） 代表的な研究として，Pethig（1976），McGuire（1982），Markusen et al.（1993）が挙げられる。
（3） 環境と経済成長に関するサーベイとしては，例えば Xepapadeas（2005）や柳瀬（2002）が挙げら
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といえる。
（4）

割引率が環境汚染に依存するという仮定を設けるのは，分析上の理由もある。本稿では 2部門小

国開放経済のモデルが分析されるが，2種類の生産要素および規模に関して収穫不変の生産技術とい

う仮定の下では，小国モデルの設定は，均衡要素価格が各生産部門における利潤ゼロ条件のみから決

定されることを意味する。一方，家計の最適消費の条件はいわゆる Keynes–Ramseyルールで特徴

付けられるので，定常状態においては，家計の時間選好率と資本レンタル料との均等化が成立しなけ

ればならない。しかし，均衡資本レンタル料は小国モデルでは所与の価格変数にのみ依存するので，

時間選好率も定数だとすると，定常状態の存在は必ずしも保証されなくなってしまう。この問題を

回避するために既存の動学モデルで行われてきた方法は，Uzawa（1968）によって提示され，その

後 Epstein（1987）やObstfeld（1990）らによって発展した「内生的時間選好」の理論を応用するこ

とである。すなわち，家計の主観的割引率が家計の消費水準や効用水準に依存して内生的に変化し，

家計はこのことを考慮に入れて動学的最適化を行う，と想定するのである。
（5）

これに対して，Meng

（2006）は異なる方法で内生的に決定される時間選好率を取り入れた動学モデルを展開し，不決定性

の分析を行っている。具体的には，「個別の経済主体の主観的割引率が，経済の平均的な所得水準や

消費水準という，経済主体にとっては外部性でありコントロールできないが均衡では内生的に決定

されるような変数に依存する」と想定するもので，このような設定により，Uzawa–Epsteinタイプ

の内生的時間選好モデルに比べて動学モデルの分析が容易となる。汚染排出量は，家計にとっては

外部不経済であるが，均衡ではその水準は内生的に決定される。したがって，割引率が汚染排出量

に依存するという仮定は，Meng（2006）と同様のアプローチを採用していることを意味している。

本稿では生産サイドの外部性は存在しないものと仮定するので，私的な要素集約度と社会的な要

素集約度との間の乖離は発生しない。したがって，本稿で均衡の不決定性が生ずるメカニズムは，

生産サイドの外部性に基づく多くの先行研究におけるそれとは大きく異なっている。具体的には，

上述した環境汚染が家計の割引率に与える影響に加えて，各生産部門の資本集約度と汚染集約度と

の関係，そして家計の瞬時的効用関数における消費と汚染の外部性との代替性，の 3つの要素が，

均衡経路の動学的性質を決定づける。これら 3つの要素のうち，資本集約度と汚染集約度との関係

は，各財の生産技術および政府の課す環境政策の程度に依存する。これに対して，他の 2つの要素

は，家計の選好に依存するものである。

れる。
（4） 割引率が環境の質に依存するという仮定は，Ayong Le Kama and Schubert（2007）においても

採用されている。しかし，彼らの問題意識は，社会計画者が環境資源の利用を最適にコントロールす
る社会的最適成長経路の性質を検討することであり，本稿の問題意識である分権的均衡経路の不決定
性については議論していない。

（5） Nishimura and Shimomura（2002b）の小国開放経済の動学モデルは，生産の外部性と内生的時
間選好を導入し，主観的割引率が消費の増加関数ならば均衡の不決定性が生じうることを示している。
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下村（2004）や大東（2004）が指摘しているように，不決定性の持つ興味深い含意の一つとして，

不決定的な均衡経路と鞍点（すなわち決定的な）経路とでは比較静学の結果が逆転する，という点が

挙げられる。この点は，冒頭で述べた汚染逃避地仮説の理論的妥当性の検討においても，重要な役

割を果たす。すなわち，環境政策が一国の比較優位および貿易パターンに与える長期的影響は，均

衡経路の動学的性質によって正反対になりうることが，本稿の分析から明らかとなる。環境政策が

比較優位に与える影響が理論的にも確定しないというこの結果は，静学的な貿易モデルに立脚した

既存の研究成果とは対照的である。

本稿は，以下のように構成される。次節において，環境汚染の伴う小国開放経済の動学的一般均

衡モデルを提示し，生産サイドの均衡と家計の動学的最適化行動についてそれぞれ述べる。第 3節

では，この経済の均衡動学経路を導出し，定常状態の存在と一意性，均衡経路が不決定的となるた

めの条件，および比較静学についての検討を行う。第 4節では，環境政策が比較優位に与える影響

を検討し，均衡経路の動学的性質に依存して，汚染逃避地仮説が必ずしも成立しない可能性がある

ことを示す。最後の第 5節で，本稿のまとめを行う。

2． モデル

2.1 企業行動と生産サイドの短期均衡

投資財部門と消費財部門という 2つの生産部門から成る，小国開放経済を想定する。各部門は，労

働と資本という 2種類の生産要素を投入する。投資財の生産関数は X̃ = AxK
αx
x L1−αx

x で，消費財

の生産関数は C̃ = AcK
αc
c L

1−αc
c で，それぞれ表されるものとする。ここで X̃ は投資財の生産量，

C̃ は消費財の生産量，Kx と Lx はそれぞれ投資財の生産に投入される資本量と労働量，Kc と Lc

はそれぞれ消費財の生産に投入される資本量と労働量であり，Ai > 0と αi ∈ (0, 1)は定数である

（i = x, c）。

各財の生産活動は，その過程において汚染の排出をもたらすものとする。単純化のため，汚染排

出係数（生産量 1単位当たりの汚染排出量）は一定であるとし，
（6）

投資財部門の排出係数は εx > 0で，

消費財部門のそれは εc > 0で与えられるものとする。

汚染の排出に対しては，政府によって排出税が課されるものとし，排出税率を τ で表すことにする。

投資財をニュメレールとし，消費財の価格を pで表す。したがって，投資財部門における代表的企業の

利潤はΠx = (1−τεx)X̃−rKx−wLxで，消費財部門におけるそれはΠc = (p−τεc)C̃−rKc−wLc

で，それぞれ表される。ここで rと wはそれぞれ資本レンタル料と労働賃金率である。以下の分析

においては，1− τεx > 0および p− τεc > 0を仮定する。利潤最大化の 1階の条件より，以下の式

（6） すなわち，技術革新による排出係数の低下は起きないものとする。
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を得る：
（7）

1 − τεx = rαxw1−αx , （1）

p− τεc = rαcw1−αc . （2）

（1）式および（2）式はまた，各部門における利潤ゼロ条件を意味している。

所与の pおよび τ に対して，（1）式と（2）式から，不完全特化の生産の均衡における生産要素価格

の組 (w, r) が決定される。これを r = r(p, τ)および w = w(p, τ)で表すことにしよう。
（8）
（1）式と

（2）式を微分して整理すると，
（9）

rp(p, τ)p

r(p, τ)
= − 1 − αx

(αx − αc)(1 − θc) ,
rτ (p, τ)τ

r(p, τ)
=

1

αx − αc

»
(1 − αx)θc

1 − θc − (1 − αc)θx
1 − θx

–
, （3）

wp(p, τ)p

w(p, τ)
=

αx

(αx − αc)(1 − θc) ,
wτ (p, τ)τ

w(p, τ)
=

1

αx − αc

„
αcθx
1 − θx − αxθc

1 − θc
«

（4）

を得る。ここで θx ≡ τεx/1と θc ≡ τεc/pはそれぞれ，投資財部門と消費財部門における，総費用
に占める排出税支払い費用の割合である。

生産関数がコブ＝ダグラス型に特定化され，生産における外部性も生産要素に対する課税も存在

しないとの仮定が置かれていることより，両部門の要素集約度の比較はパラメター αx と αc との大

小関係から明らかとなる。すなわち，αx > αc ならば投資財部門が消費財部門に比べて資本集約的

であり，αx < αc ならば逆に消費財部門が投資財部門に比べて資本集約的である。
（10）
（3）式および（4）

式より，Stolper–Samuelson定理の成立は明らかである。すなわち，αx > αc（αx < αc）ならば

rp < 0および wp > 0（rp > 0および wp < 0）が成立する。

各生産部門の環境負荷の大きさを表す指標としては，次の 2つが考えられる。一つは汚染排出係

数 εi という数量ベースによる定義であり，もう一つは総費用に占める公害対策・防止費用の比率と

いう価値ベースによる定義である。実証分析においては，いずれの定義も採用されているが，後者

を採用する研究の方が多い。例えば，Robison（1988），Tobey（1990），Low and Yeats（1992）と

いった研究においては，米国やその他のOECD諸国において公害発生の防止やコントロールのため

の支出が高い産業が汚染集約的な産業ととらえられているのに対し，Lucas et al.（1992）は汚染集

（7） 単位を適当にとることにより，Ai = [ααi

i (1 − αi)1−αi ]−1, i = x, cとしている。
（8） 1 − τεx > 0および p − τεc > 0の仮定より，r(p, τ)と w(p, τ)はともに，任意の pと τ に対し

て正の値をとる。
（9） 関数の下付き添え字は，その変数に関する（偏）微分を表す。例えば，rp ≡ ∂r/∂pである。
（10） Jones（1971）が指摘したように，生産要素に対する歪みのある課税が行われている場合，物量単位

で表示された要素集約度と価値単位で表示された要素集約度とが逆転する可能性がある。Bond and

Driskill（2006）は，物量表示の要素集約度と価値表示の要素集約度との逆転が起こる場合，所与の
資本ストックの下で複数均衡が存在しうること，また資本ストックの蓄積が行われる動学均衡経路が
循環的なパターンや不決定性といった複雑なものとなりうることを示している。
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約度を生産物 1単位あたりの汚染排出量で定義している。
（11）

本稿では，汚染集約度を価値ベースで定

義する。総費用に占める排出税支払い費用の割合 θiは，総費用に占める公害防止費用のシェアであ

ると解釈可能である。
（12）

したがって，本稿における汚染集約度は次のように定義される：

定義 θx > θc（θx < θc）ならば，投資財部門は消費財部門に比べて（消費財部門は投資財部門に比

べて）汚染集約的である。

資本集約的な産業が汚染集約的でもある，すなわち sign[αx−αc] = sign[θx−θc]が成立する場合，
（3）式より rτ < 0が導かれる。この結果は，次のように解釈できる。投資財部門が消費財部門に比べ

て資本集約的かつ汚染集約的であるとしよう。利潤ゼロ条件（1）および（2）より，排出税率 τ の上昇は

投資財および消費財の課税後価格をともに低下させる。もしも投資財部門が消費財部門に比べて汚染

集約的ならば，投資財の価格低下の幅は消費財のそれよりも大きくなる。したがって，投資財部門が

消費財部門に比べて資本集約的でもあるならば，Stolper–Samuelson定理によって資本レンタル料は

低下することになる。資本集約的な部門が非汚染集約的，すなわち sign[αx −αc] = −sign[θx − θc]
が成立する場合は，（4）式から wτ < 0が導かれる。

均衡要素価格の性質に関する，以上に述べた結果を，次の補題にまとめておこう。

補題 1 投資財と消費財の両方が生産されると仮定する。

（i）投資財部門が消費財部門に比べて（消費財部門が投資財部門に比べて）資本集約的ならば，rp < 0

および wp > 0（rp > 0および wp < 0）が成立する。

（ii） 資本集約的な部門が汚染集約的でもある場合，rτ < 0が成立する。

（iii） 資本集約的な部門が非汚染集約的である場合，wτ < 0が成立する。

資本集約的な部門が非汚染集約的である場合，rτ の符号は必ずしも正とはならない。投資財部門

が消費財部門に比べて資本集約的だが非汚染集約的としよう。このとき，rτ > 0が成立するために

（11） Lucas et al.（1992）は，汚染集約度の定義の違いにかかわらず，化学製品, 紙パルプ, 金属といっ
た産業が汚染集約的な産業としてピックアップされると述べている。しかし，本モデルにおいては，
価値ベースの汚染集約度は消費財価格 pに依存するので，排出係数の大きな生産部門が必ずしも価値
ベースでも汚染集約的であるとは限らない。

（12） この点は，本モデルに公害防止活動を明示的に導入することで理解できよう。投資財部門において
汚染除去活動が行われるとしよう。この活動に投入される資本と労働の量をそれぞれKI と LI とし，
汚染の排出削減量 I をKI と LI の関数 I(KI , LI)で表すことにすると，投資財部門の代表的企業の
利潤は Πx = X̃ − rKx −wx − τ [εxX̃ − I(KI , LI)]− rKI −wLI で表される。関数 I(KI , LI)が
(KI , LI)に関して一次同次であると仮定すると，企業が利潤最大化を行う結果，τI = rKI + wLI

が成立する。この場合，公害対策・防止のための費用は τ(εxX̃ − I)− rKI −wLI = τεxX̃ となる。
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は，αx > αc と θx < θc に加えて，αc > 1− (1− αx)Θという条件が満たされる必要がある。ここ

でΘ ≡ (1− θx)θc/(1− θc)θxである。θx < θcならばΘ > 1であり，αx > αc > 1− (1−αx)Θと

いう条件はΘが十分に大きければ成立しうる。したがって，θx < θcかつ αx > αc > 1− (1−αx)Θ

という条件は，資本集約的な投資財部門が消費財部門に比べて「十分に」クリーンであるような状

況と解釈される。同様に，資本集約的な部門が「十分に」汚染集約的である場合，例えば投資財部

門が資本集約的かつ汚染集約的で，加えて αx > αc > αxΘが成立する場合，wτ > 0が成立する。

本モデルではOniki and Uzawa（1965）と同様，投資財は貿易財だが，資本ストックそれ自体は

国際移動が行われないと仮定する。また，労働の国際移動も行われないものとする。この経済の総

資本ストック水準をK で表し，また単純化のため総労働量は 1に等しいと仮定しよう。（1）式と（2）

式の右辺はそれぞれ投資財と消費財の生産 1単位あたりの総要素費用を表しているので，これらの

式に Shephardの補題を適用し，各生産要素の完全雇用条件Kx +Kc = K および Lx + Lc = 1を

用いて整理すると，不完全特化の下での各財の均衡生産量が以下のように求められる：

X̃ =
(1 − αc)r(p, τ)K − αcw(p, τ)

(αx − αc)(1 − θx) , C̃ =
αxw(p, τ) − (1 − αx)r(p, τ)K

(αx − αc)(1 − θc)p . （5）

（5）式より，各財の均衡生産量の性質に関する以下の補題を得る（証明は補論を参照）。

補題 2 投資財と消費財の両方が生産されると仮定する。

（i） 投資財部門が消費財部門に比べて（消費財部門が投資財部門に比べて）資本集約的ならば，資本

ストックK の増加は投資財生産量の増加（減少）と消費財生産量の減少（増加）をもたらす。

（ii） 消費財価格 pの上昇は，投資財生産量の減少と消費財生産量の増加をもたらす。

（iii）投資財部門が消費財部門に比べて汚染集約的（非汚染集約的）ならば，排出税率 τ の上昇は投

資財生産量の減少（増加）と消費財生産量の増加（減少）をもたらす。

補題 2（i）は Rybczynski定理に他ならず，また（ii）は両方の財に供給法則が成立することを意

味している。（iii）は，汚染排出税率の上昇が必ずしも生産量の増加をもたらすわけではないことを

示しているが，これは τ の上昇が要素価格にもたらす「拡大効果」が，各財の課税後価格の変化の

効果よりも大きいことを意味している。

（3）式，（4）式，（5）式より，総汚染排出量 Z が以下のように求められる：

Z = εxX̃ + εcC̃ = −rτ (p, τ)K − wτ (p, τ). （6）

（6）式より，汚染排出量の性質に関する以下の補題を得る（証明は補論を参照）。

補題 3 投資財と消費財の両方が生産されると仮定する。
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（i） 排出税率 τ の上昇は，総汚染排出量を必ず減少させる。

（ii） 投資財部門が消費財部門に比べて（消費財部門が投資財部門に比べて）汚染集約的ならば，消費

財価格 pの上昇は総汚染排出量を減少（増加）させる。

（iii） 資本ストックK の増加は，資本集約的な部門が汚染集約的でもある場合，総汚染排出量を増

加させる。

2.2 家計の行動

この経済の消費サイドは，家計の動学的最適化行動によって特徴付けられる。家計は消費財の消

費から効用を得る一方，汚染から不効用を被るものとする。
（13）

消費財の消費量を cで表すことにする

と，代表的家計の生涯効用は以下のように与えられる：

Z ∞

0

U(c(t), Z(t)) exp

»
−
Z t

0

ρ(Z(v))dv

–
dt. （7）

瞬時的効用関数U(c, Z)は，(c, Z)に関して厳密に凹関数かつ 2回連続微分可能で，cに関しては単調増

加，Zに関しては単調減少であるとする。加えて，limc→0 Uc = ∞，limc→∞ Uc = 0，limZ→0 UZ = 0，

limZ→∞ UZ = −∞が成立すると仮定する。また既に述べたように，家計の主観的割引率は一定で
はなく，総汚染排出量 Z に依存すると仮定する。割引率関数 ρ(Z)は，Z ∈ [0,∞)に関して正値を

とり，単調で有界，かつ連続微分可能であると仮定する。なお，ρZ の符号については，正負いずれ

の可能性も考慮に入れる。
（14）

Meng（2006）と同様，本モデルでは割引率関数は家計にとって外生的な変数 Z に依存すると仮

定しているので，各時点において主観的割引率は時間選好率と一致する。このことを示すために，

Epstein（1987）に従い，時点 sにおける時間選好率を次のように定義しよう：
（15）

δ(s) ≡ −d logUs

ds

˛̨̨
˛
ċ(s)=Ż(s)=0

.

（13） 汚染はフローとして効用に影響を与えると仮定し，汚染の蓄積およびストックの効用への影響は考
えないものとする。

（14） 消費水準および汚染排出量が一定で，それぞれ c̄および Z̄ で表されるとしよう。また，U(c̄, Z̄) > 0

であるとしよう。このような経済の経路が家計にもたらす生涯効用は Ū = U(c̄, Z̄)/ρ(Z̄)で表される
ので，∂Ū/∂Z̄ = [UZ(c̄, Z̄)ρ(c̄, Z̄)−U(c̄, Z̄)ρZ(Z̄)]/ρ(c̄, Z̄)2と求められる。ρZ > 0ならば ∂Ū/∂Z̄

の符号は必ず負となるが，ρZ < 0であっても UZ/U < ρZ/ρならば，∂Ū/∂Z̄ < 0が成立する。す
なわち，ρZ が正負いずれの値をとろうとも，環境汚染が生涯効用を低下させる可能性は存在する。

（15） 変数の上に付いているドット記号は，その変数の時間に関する微分を表す。例えば，ċ(t) ≡ dc(t)/dt

である。以下では表記の簡略化のため，時間変数 tは省略する。
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ここで Usは時点 sにおける消費の限界効用であり，
（16）

Volterra導関数によって次のように定義される：

Us ≡ Uc(c(s), Z(s)) exp

»
−
Z s

0

ρ(Z(v))dv

–
.

したがって，δ(s) = ρ(Z(s))が成立する。

家計は 1単位の労働を非弾力的に供給すると仮定すると，代表的家計のフローの予算制約は

k̇ = rk + w + T − pc （8）

で表される。ここで k は家計の所有する資本ストック，T は政府からの一括移転をそれぞれ表す。

なお，資本ストックは減耗しないと仮定する。したがって，代表的家計は，予算制約（8）および初期

条件 k(0) = k0 > 0の下で，生涯効用（7）を最大にするように消費の時間経路を決定する。

現在価値ハミルトニアンをH = U(c, Z) exp[− R t

0 ρ(Z(v))dv] + µ(rk+w+ T − pc)と定義する。
ここで µは資本ストックのシャドープライスを表す。シャドープライスを λ ≡ µ exp[

R t

0 ρ(Z(v))dv]

によって経常価値に直すと，最適化のための必要条件は

Uc(c, Z) = λp, （9）

λ̇ = λ[ρ(Z) − r], （10）

および横断性条件 limt→∞ λ(t)k(t) exp[− R t

0 ρ(Z(v))dv] = 0で特徴付けられる。（9）式より，家計

の最適消費水準が λ，Z，pの関数として求められる。これを c = c(λ, Z, p)で表すことにすると，

c(λ, Z, p)は以下の性質を満たすことが分かる：

cλ(λ, Z, p) =
p

Ucc
< 0, cZ(λ, Z, p) = −UcZ

Ucc
, cp(λ, Z, p) =

λ

Ucc
< 0. （11）

3． 均衡動学経路

K と C をそれぞれ，経済全体の資本ストック水準と消費量とする。この経済には同質的な家計が

連続的に存在すると仮定し，その総数を 1に基準化すると，均衡においては k = K および c = C

が成立する。また，汚染排出税からの税収はすべて家計に一括移転されるものとし，したがって

T = τZ = τ(εxX̃+εcC̃)が成立する。この結果と生産関数の一次同次性より，rK+w+T = X̃+pC̃

が成立する。（6）式より，総汚染排出量を Z = Z(K, p, τ)と表すことにすると，以上の結果および

（16） 汚染排出量は家計にとってコントロール不可能な変数なので，ここでは時間選好率を消費の限界効
用に基づいて定義する。いわば「私的」な時間選好率であり，Ayong Le Kama and Schubert（2007）
で議論されているような，汚染水準を内生変数としてコントロールすることを考慮に入れた「社会的」
な時間選好率とは異なる。
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（5）式と（8）式より，不完全特化の下におけるこの経済の資本ストックの動学が以下の微分方程式で

表現される：

K̇ =
1

αx − αc

»„
1 − αc

1 − θx − 1 − αx

1 − θc
«
r(p, τ)K +

„
αx

1 − θc − αc

1 − θx
«
w(p, τ)

–

− pC(λ,Z(K, p, τ), p). （12）

また，オイラー方程式（10）は次のように書き換えられる：

λ̇ = λ[ρ(Z(K, p, τ)) − r(p, τ)]. （13）

したがって，この経済の動学的一般均衡は，動学システム（12）および（13）によって特徴付けられる。

3.1 定常状態

資本ストックとそのシャドープライスの定常解の値をK∗ と λ∗ で，消費水準の定常解の値を C∗

で，それぞれ表すことにする。（12）式および（13）式より，定常解の組（K∗, λ∗, C∗）は以下の式を満

たす必要がある：

R(p, τ)K∗ +W (p, τ) = pC∗, （14）

ρ(Z(K∗, p, τ)) = r(p, τ), （15）

C∗ = C(λ∗, Z(K∗, p, τ), p). （16）

ここで

R(p, τ) ≡ 1

αx − αc

„
1 − αc

1 − θx − 1 − αx

1 − θc
«
r(p, τ) （17）

と

W (p, τ) ≡ 1

αx − αc

„
αx

1 − θc − αc

1 − θx
«
w(p, τ) （18）

はそれぞれ，資本と労働の「社会的」収益率と定義される。

定常状態の存在と一意性について検討しよう。割引率関数 ρ(Z)の値域を [ρ, ρ]とする。また，以

下の 2つの仮定を設ける。

仮定 1 r(p, τ) ∈ [ρ, ρ̄].

仮定 2 −ρ−1(r(p, τ))/rτ (p, τ) ∈ [min{κx(p, τ), κc(p, τ)},max{κx(p, τ), κc(p, τ)}]. ここでκi(p, τ) ≡
αiw(p, τ)/[(1 − αi)r(p, τ)] + wτ (p, τ)/rτ (p, τ)である（i = x, c）。

これらの仮定より，次の命題が示すように，定常状態の存在と一意性が直ちに導かれる。
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命題 1 定常解の組（K∗, λ∗, C∗）で特徴付けられる，不完全特化の定常状態が一意に存在する。

（証明）ρ(Z)の単調性および仮定 1から，汚染排出量の定常解が一意に定まり，それは Z∗ = ρ−1(r)

で表現される。（6）式を考慮に入れると，資本ストックの定常解はK∗ = −ρ−1(r)/rτ −(wτ/rτ )と求

められる。（5）式より，資本ストックの定常解がK∗ ∈ [min{kx, kc},max{kx, kc}]を満たすならば，
定常状態において不完全特化の均衡が達成される。ここで ki ≡ αiw/[(1−αi)r]である（i = x, c）。

したがって，仮定 2が満たされれば，不完全特化の定常状態における資本ストックK∗ は一意に存

在する。K∗ が一意に定まるので，（14）式から C∗ が一意に定まり，さらに（16）式から λ∗ も一意に

定まる。 ¨

3.2 均衡経路の動学的性質

動学システム（12）および（13）を定常解の近傍で線形近似すると，以下の式を得る：

2
4K̇
λ̇

3
5 = J

2
4K −K∗

λ− λ∗

3
5 , J ≡

2
4R− pCZZK −pCλ

λ∗ρZZK 0

3
5 . （19）

線形動学システム（19）における Jacob行列のトレースと行列式は，

Tr[J ] = R− pCZZK , Det[J ] = λ∗pCλρZZK （20）

と求められる。

（11）式より，行列式の値は ρZZK = −ρZrτ > 0 ならば必ず負となる。この場合，線形動学シ

ステム（19）の 2つの特性根の実部は異なる符号を持つため，定常解（K∗, λ∗）に収束する鞍点経路

が一意に存在する。すなわち，定常状態の近傍における均衡経路は決定的である。これに対して，

−ρZrτ < 0が成立する場合，2つの特性根の実部は同じ符号を持ち，それに加えて Tr[J ] < 0が成

立するならば，特性根の実部はともに負となる。この経済の動学システムは 1つの状態変数K と 1

つの補助変数 λを持つので，2つの負の実根は，定常状態（K∗, λ∗）の近傍においてこの定常状態

に収束する経路が一意に定まらない，すなわち均衡経路が不決定的であることを意味する。

資本集約的な部門が汚染集約的でもあるとしよう。補題 1（ii）より rτ < 0なので，ρZ > 0な

らば Det[J ] < 0 が成立し，したがって定常状態は（局所的に）鞍点となる。一方，ρZ < 0 かつ

R− pCZZK = R+ pCZrτ < 0ならば，均衡経路は定常状態の近傍において不決定となる。資本集

約財部門が汚染集約的であるという仮定の下では，R > 0および rτ < 0が成立する。したがって，

R+ pCZrτ の符号は，CZ ≤ 0ならば必ず正となる一方，CZ > 0の場合は負となる可能性がある。

次に，資本集約的な部門が十分に非汚染集約的で，rτ > 0が成立するとしよう。この場合，ρZ < 0

ならば定常状態は鞍点となるが，ρZ > 0で CZ < 0ならば，R + pCZrτ の符号は負となる可能性
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がある。
（17）

以上の結果をまとめたのが，次の命題である。

命題 2 　

（ia）資本集約的な部門が汚染集約的でもあり，かつ ρZ > 0が成立するならば，定常状態は局所的

に鞍点である。

（ib） 資本集約的な部門が汚染集約的でもあり，ρZ < 0が成立する場合，CZ > 0ならば，均衡経

路は定常状態の近傍で不決定的となり得る。

（iia） 資本集約的な部門が十分に非汚染集約的であり，かつ ρZ < 0が成立するならば，定常状態

は局所的に鞍点である。

（iib） 資本集約的な部門が十分に非汚染集約的であり，ρZ > 0が成立する場合，CZ < 0ならば，

均衡経路は定常状態の近傍で不決定的となり得る。

均衡経路の不決定性が生じる理由は，直観的には次のように理解される。この経済が初期時点に

おいて定常状態にあるとして，予期せざる資本ストックの増加が生じたとしよう。このとき，当初

の定常均衡資本ストックK∗ が自己安定的に，すなわち資本のシャドープライス λの調整なしに達

成されるならば，K の増加に伴って選ぶべき λの初期値が一意に定まらず，したがって均衡の不

決定性が生ずる。命題 2のケース（ib）を考えよう。このケースにおいて，定常状態からの資本ス

トックの増加は，補題 3（iii）より，汚染排出量の増加をもたらす。もしも ρZ > 0ならば，（13）式

より，λは時間を通じて上昇し，消費の減少によって資本蓄積はさらに進んでしまう。
（18）

したがって，

元の定常状態を回復するためには，λの初期値を鞍点経路上に設定し直す必要がある。これに対し

て ρZ < 0が成立する場合は，K の増加による汚染の増加は家計の割引率の低下をもたらすので，λ

の初期値を選び直すことなく資本ストックは減少しうる。ただし，このメカニズムは国民所得を一

定とし，また環境汚染が最適消費水準に与える外部効果を無視しているので，これらの点を考慮に

入れると，ρZ < 0という条件は必ずしも定常均衡資本ストックK∗が自己安定的に達成されること

を意味しない。資本集約財部門が汚染集約的であるという仮定の下では R > 0が成立するため，国

民所得は増加し，これは他の条件一定の下で K の増加につながる。もしも CZ ≤ 0ならば，K を

減らす力は働かない。
（19）

したがって，経済が自己安定的に定常状態に収束するためには，汚染排出量

（17） 資本集約財部門が非汚染集約的な場合，R の符号は正負いずれの可能性もある。R < 0 の場合，
CZ ≤ 0 ならば，rτ > 0 が成立する下で R + pCZrτ の符号は必ず負となる。R > 0 であっても，
CZ < 0が成立し，しかもその絶対値が十分大きければ，R + pCZrτ < 0は成立しうる。

（18）（11）式より，cλ < 0である。
（19） したがって，この場合は定常状態は不安定となる。
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の増加によって消費が増加する，すなわち CZ > 0が成立する必要がある。

ケース（iib）も同様に解釈可能である。このケースでは，定常状態からの資本ストックの増加は，

ケース（i）とは逆に汚染排出量の減少をもたらすが，仮定 ρZ > 0の下ではやはり家計の割引率は

低下するので，λの初期値を選び直すことなく資本ストックは減少しうる。資本集約財部門が非汚

染集約的な場合，Rの符号すなわち国民所得がK の増加によって増加するか否かは確定しない。し

かし，CZ < 0が成立するならば，汚染排出量の減少が家計の消費を増加させるので，資本ストッ

クは定常均衡値K∗ に向けて減少し，経済は自己安定的に定常状態へと収束する。

（11）式より，sign[CZ ] = sign[UCZ ]が成立する。Michel and Rotillon（1995）は，UCZ < 0の

ケースを “distaste” effect，UCZ > 0のケースを “compensation” effectと，それぞれ呼んでいる。

本モデルでは，このような家計の効用関数における消費と汚染の外部性との間の代替性が，均衡の

不決定性が生ずるか否かを判断する条件の構成要素となっている。この点は，先行研究にはない新

しい視点であるといえる。

3.3 比較静学

（15）式より，資本ストックの定常解K∗ に関する比較静学の結果が以下のように求められる：

∂K∗

∂p
= −ρZZp − rp

ρZZK
,
∂K∗

∂τ
= −ρZZτ − rτ

ρZZK
. （21）

（21）式より，pおよび τ の変化がK∗に与える影響について次の命題が得られる（証明は補論を参照）。

命題 3 　

（ia） 資本集約的な部門が汚染集約的で，かつ ρZ > 0が成立する場合，pおよび τ の変化がK∗ に

与える影響は確定しない。

（ib） 投資財部門が消費財部門に比べて（消費財部門が投資財部門に比べて）資本集約的かつ汚染集

約的で，ρZ < 0が成立する場合，pの上昇はK∗ の増加（減少）をもたらす。τ の上昇は，ρZ < 0

が成立する場合，資本集約的かつ汚染集約的な部門が投資財部門と消費財部門のどちらであっても，

K∗ の増加をもたらす。

（iia）資本集約的な部門が十分に非汚染集約的で，かつ ρZ < 0が成立する場合，pおよび τ の変化

がK∗ に与える影響は確定しない。

（iib） 投資財部門が消費財部門に比べて（消費財部門が投資財部門に比べて）資本集約的かつ十分に

非汚染集約的で，ρZ > 0が成立する場合，pの上昇はK∗ の増加（減少）をもたらす。τ の上昇は，

ρZ > 0が成立する場合，資本集約的かつ十分に非汚染集約的な部門が投資財部門と消費財部門のど

ちらであっても，K∗ の減少をもたらす。
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命題 3 における（ia）～（iib）の 4つのケースは，それぞれ命題 2におけるケース（ia）～（iib）

に対応している。すなわち，定常状態が鞍点で，したがって均衡経路が決定的なケース（ia）およ

び（iia）においては，比較静学の結果が確定しないのに対して，均衡経路の不決定性が生ずるケー

ス（ib）および（iib）においては，比較静学の結果は確定する。このように，均衡の不決定性の生

ずる動学モデルにおいては，比較静学の結果には様々な可能性が生じうる。この点は，次節で議論

するように，汚染逃避地仮説の理論的妥当性にも影響を与えることになる。

4． 環境政策と長期的な比較優位

環境政策がこの経済の長期的な比較優位および貿易パターンに与える影響について，検討しよう。

（3）式，（4）式，（5）式，（16）式より，定常状態における消費財に対する超過需要が次のように表され

る：
（20）

M(p, τ) = C∗ − C̃∗

=
R(p, τ)K∗ +W (p, τ)

p
− αxw(p, τ) − (1 − αx)r(p, τ)K

∗

(αx − αc)(1 − θc)p
=

»
R(p, τ)

p
− rp(p, τ)

–
K∗ +

W (p, τ)

p
− wp(p, τ). （22）

したがって，pおよび τ の変化が消費財の超過需要に与える影響が，以下のように求められる（導

出は補論を参照）：

Mp =

„
R

p
− rp

«
∂K∗

∂p
+

1

p

 
∂X̃∗

∂p
+ C̃∗ − C∗

!
, （23）

Mτ =

„
R

p
− rp

«
∂K∗

∂τ
+

1

p

∂X̃∗

∂τ
. （24）

（3）式と（17）式より
R

p
− rp =

1 − αc

(αx − αc)(1 − θx)
r

p
（25）

を得るが，この式の符号は，投資財部門が消費財部門に比べて資本集約的ならば正となり，逆なら

ば負となる。この結果および補題 2より，以下の命題を得る。

命題 4 　

（i） ∂K∗/∂p < 0かつ αx > αc，あるいは ∂K∗/∂p > 0かつ αx < αc，のいずれかの条件が成立す

るものとする。このとき，C∗ = C̃∗ で評価した場合の定常状態における消費財の超過需要は，消費

（20） C̃∗ ≡ C̃|K=K∗ である。
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財価格 pの上昇によって減少する。

（ii）消費財部門が投資財部門に比べて汚染集約的であるとする。このとき，汚染排出税率 τ の上昇

は，∂K∗/∂τ > 0かつ αx > αc，あるいは ∂K∗/∂τ < 0かつ αx < αc，のいずれかの条件が成立す

るならば，定常状態における消費財の超過需要を増加させる。

命題 4は，直観的には次のように説明される。消費財価格 pの上昇は，補題 2（ii）より所与のK

の下で消費財の生産量を増加させる一方，定常均衡資本ストックK∗ それ自体も pの上昇によって

変化する。しかし，∂K∗/∂p < 0かつ αx > αc が成立するならば，pの上昇による資本ストックの

減少が，Rybczynski定理を通じて労働集約財である消費財の生産量の増加をもたらす。したがっ

て，pの上昇は全体として C̃∗ の増加をもたらし，結果としてM(p, τ)を減少させる。排出税率 τ

の変化の効果も同様に解釈される。仮定 θx < θc の下では，τ の上昇は，所与のK に対して消費財

の生産量を減少させる。それに加えて ∂K∗/∂τ > 0かつ αx > αcが成立するならば，τ の上昇によ

る資本ストックの増加が，Rybczynski定理を通じて労働集約財である消費財の生産量の減少をもた

らす。結果的に，τ の上昇は C̃∗ の減少をもたらし，結果として定常状態における消費財の超過需

要は増加する。

消費財の超過需要M(p, τ)が C = C̃ の近傍で pの減少関数であり，Mτ > 0が成立するものと

しよう。このとき，排出税率 τ の上昇は，定常状態における消費財の自給自足均衡価格の上昇をも

たらす。この結果が，「消費財部門が汚染集約的である」という仮定の下で導かれるならば，環境政

策の強化が汚染集約財部門の比較劣位化をもたらすという意味で，汚染逃避地仮説が成立する。命

題 4（ii）が示すように，汚染逃避地仮説と整合的な結果は，∂K∗/∂τ > 0かつ投資財部門が資本集

約的であるか，∂K∗/∂τ < 0かつ消費財部門が資本集約的であるかのいずれかの場合には，必ず成

り立つ。しかし，例えば ∂K∗/∂τ > 0かつ消費財部門が資本集約的な場合には，Mτ の符号は確定

しない。さらに，命題 3が示すように，∂K∗/∂τ の符号は，定常状態に収束する均衡経路が決定的

な場合は確定せず，また不決定的な場合でも正負どちらのケースもありうる。このような均衡経路

の動学的性質のために，本モデルにおいては汚染逃避地仮説の成立は必ずしも保証されない。

5． おわりに

本稿は，環境汚染を伴う小国経済の動学的一般均衡モデルを分析し，動学均衡経路の不決定性が

生じるための条件を検討した。その条件は，以下の 3つの点に関するものである。すなわち，（i）各

生産部門の資本集約度と汚染集約度との間の関係，（ii）総汚染排出量の関数としての主観的割引率

の性質，（iii）家計の効用関数における消費と汚染の外部性との間の代替性，である。これらの条件

の現実妥当性について，以下で簡単にコメントしておきたい。
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まず，資本集約度と汚染集約度との関係だが，Antweiler et al.（2001）の technical appendixや
（21）

Cole and Elliott（2003）は，米国の産業のデータセットを用いて，汚染財産業の多くは資本集約的

であるとの実証結果を得ている。ただし，これらの研究においては，付加価値に占める賃金以外の

シェアを労働人口で割ったものを資本集約度の代理変数として用いている。資本集約度として，こ

れとは異なる定義を用いた場合に資本集約度と汚染集約度との間の正の相関は常に成立するかどう

かは，未だ議論の余地があると言えよう。また，Larson et al.（2002）や Akbostanci et al.（2007）

が述べているように，例えばトルコは世界でも有数の皮革製品の生産・輸出国であるが，皮革産業は

極めて汚染集約的な産業である。しかし，皮革産業が資本集約的な産業であるかというと，必ずし

もそうとはいえない。これらの点から考えると，資本集約財産業が非汚染集約的なケースも考慮に

入れた本稿の分析は，必ずしも正当性を欠くものではない。次に，家計の主観的割引率に対する汚

染の影響であるが，環境の悪化によって人々がより忍耐強くなるか否かについて本格的に検証した

研究は，著者の知る限り存在しない。これは，実証分析を行うのが極めて困難であるためと考えら

れるが，今後の研究が待望される。最後に，環境汚染が財の消費に与える影響，あるいは家計にとっ

ての汚染と消費との間の効用関数における代替関係であるが，やはりこれもMichel and Rotillon

（1995）の定義する “distaste” effect（UCZ < 0）と “compensation” effect（UCZ > 0）のどちら

が現実的に妥当するか，現時点では判断を下すのは難しい。

以上に述べたように，均衡の不決定性のための諸条件が現実妥当性を持つか否かを判断するには，

今後の実証研究の結果を待つ必要がある。このことは逆に言えば，現時点では不決定性が生じる可

能性が完全には排除されないことを意味している。

本稿ではまた，緩やかな（厳しい）環境政策を実施している国は汚染集約財に比較優位（比較劣位）

を持つ，という汚染逃避地仮説が本モデルにおいて成立するか否かについても検討した。汚染逃避

地仮説と整合的な結果がしばしば導かれる静学的な貿易モデルとは対照的に，本モデルでは，低い

汚染排出税率が必ずしも定常状態における汚染集約財の比較優位を意味するものではない，という

結果が示され，その理由としてモデルの動学的特性（均衡の不決定性）が関わっていることが明らか

となった。こうした結果は，実証分析において汚染逃避地仮説が必ずしも支持されないことの，一

つの理論的説明としても解釈されよう。

補　　　論

補題 2の証明

（i）：（5）式から明らか。

（21） http://econ.ucalgary.ca/fac-files/st/appendix.pdf.
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（ii）：X̃ と C̃ をそれぞれ pで微分し，（3）式と（4）式を用いて整理すると，

∂X̃

∂p
= − (1 − αx)(1 − αc)rK + αxαcw

(αx − αc)2(1 − θx)(1 − θc)p < 0, （A.1）

∂C̃

∂p
=

(1 − αx)(1 − αc)rK + αxαcw

(αx − αc)2(1 − θc)2p2 > 0 （A.2）

を得る。

（iii）：X̃ と C̃ をそれぞれ τ で微分し，（3）式と（4）式を用いて整理すると，

∂X̃

∂τ
=

(θc − θx)[(1 − αx)(1 − αc)rK + αxαcw]

(αx − αc)2(1 − θx)2(1 − θc)τ , （A.3）

∂C̃

∂τ
=

(θx − θc)[(1 − αx)(1 − αc)rK + αxαcw]

p(αx − αc)2(1 − θx)(1 − θc)2τ （A.4）

を得る。したがって，θx > θc ならば ∂X̃/∂τ < 0および ∂C̃/∂τ > 0が成立し，θx < θc ならば逆

の符号が成立する。 ¨

補題 3の証明　

（i）：（A.3）式と（A.4）式より，

∂Z

∂τ
= εx

∂X̃

∂τ
+ εc

∂C̃

∂τ
= − (θx − θc)2[(1 − αx)(1 − αc)rK + αxαcw]

[(αx − αc)(1 − θx)(1 − θc)τ ]2 < 0 （A.5）

を得る。

（ii）：（A.1）式と（A.2）式より，

∂Z

∂p
= εx

∂X̃

∂p
+ εc

∂C̃

∂p
=

(θc − θz)[(1 − αx)(1 − αc)rK + αxαcw]

p(αx − αc)2(1 − θx)(1 − θc)2τ （A.6）

を得る。したがって，θx > θc ならば ∂Z/∂p < 0が成立し，θx < θc ならば逆の符号が成立する。

（iii）：（6）式より ∂Z/∂K = −rτ が成立すること，および補題 1（ii）から明らか。 ¨

命題 3の証明

ZK = −rτ より，（21）式は

∂K∗

∂p
=
Zp

rτ
− rp
ρZrτ

,
∂K∗

∂τ
=
Zτ

rτ
− 1

ρZ
（A.7）

と変形される。補題 3（i）より，Zτ < 0が必ず成立する。資本集約財産業が汚染集約的でもある場

合，rτ < 0が成立し，また Zpと rpは同符号となるので，ρZ > 0の場合，∂K∗/∂pおよび ∂K∗/∂τ

の符号はいずれも確定しない。資本集約財産業が十分に非汚染集約的な場合は逆に，rτ > 0が成立

し，また Zp と rp は異符号となるので，ρZ < 0の場合に ∂K∗/∂pおよび ∂K∗/∂τ の符号が確定し

ない。
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資本集約財産業が汚染集約的で，ρZ < 0が成立するケース，および資本集約財産業が十分に非汚

染集約的で，ρZ > 0が成立するケースについては，∂K∗/∂pと ∂K∗/∂τ の符号は確定し，それは

以下の表にまとめられる。

rτ Zp rp ∂K∗/∂p ∂K∗/∂τ

投資財部門が資本集約的＆汚染集約的 − − − + +

消費財部門が資本集約的＆汚染集約的 − + + − +

ケース（ib）

rτ Zp rp ∂K∗/∂p ∂K∗/∂τ

投資財部門が資本集約的＆十分に非汚染集約的 + + − + −
消費財部門が資本集約的＆十分に非汚染集約的 + − + − −

ケース（iib）

ケース（ib）および（iib）における比較静学の結果は，これらの表に示される通りである。 ¨

（23）式および（24）式の導出 （22）を pおよび τ でそれぞれ偏微分し，（16）式と rpK + wp = C̃ を

用いて整理すると，

Mp =

„
R

p
− rp

«
∂K∗

∂p
+

„
Rpp−R
p2

− rpp

«
K∗ +

Wpp−W
p2

− wpp

=

„
R

p
− rp

«
∂K∗

∂p
+
RpK

∗ +Wp − (RK∗ +W )/p

p
− (rppK

∗ + wpp)

=

„
R

p
− rp

«
∂K∗

∂p
+
RpK

∗ +Wp − C∗

p
− ∂C̃

∗

∂p
（A.8）

および

Mτ =

„
R

p
− rp

«
∂K∗

∂τ
+

„
Rτ

p
− rpτ

«
K∗ +

Wτ

p
− wpτ

=

„
R

p
− rp

«
∂K∗

∂τ
+
RτK

∗ +Wτ

p
− (rpτK

∗ + wpτ )

=

„
R

p
− rp

«
∂K∗

∂τ
+
RτK

∗ +Wτ

p
− ∂C̃

∗

∂τ
（A.9）

を得る。生産関数の一次同次性から RK +W = X̃ + pC̃ が成立するので，

RpK
∗ +Wp =

∂X̃

∂p
+ p
∂C̃

∂p
+ C̃ （A.10）

および

RτK
∗ +Wτ =

∂X̃

∂τ
+ p
∂C̃

∂τ
（A.11）

を得る。（A.10）式を（A.8）式に，（A.11）式を（A.9）式にそれぞれ代入して整理すれば，（23）式および

（24）式が導かれる。

（高崎経済大学経済学部准教授）
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